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が図られてきた。その最初の具体的検討は，1995 年 11 月に出された「事前
取引ルーリングに関する諮問書」（Consultative document on pre-transaction 
rulings）や 12 月の租税法簡素化のために税法の書換えを提案した内国歳入
庁の報告書（The Path to Tax Simplification）において租税回避防止のため
の新たな方法として一般的租税回避防止規定が論じられ，労働党も租税回避
防止のための立法を行う意向を示したことから，1996 年初め頃財政研究所
の租税法検討委員会（Tax Law Review Committee, Institute for Fiscal Studies
以下「TLRC」と略す）が検討を開始したことに始まる。
1997 年労働党は総選挙で 400 を超える議席を獲得して圧勝し，第一次ブ
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レア政権が成立した。その年の 1997 年 7 月の財政演説で，財務大臣（Gordon 
Brown）は一般的租税回避防止規定の導入を表明した。
1997 年 11 月には財政研究所の TLRC が租税回避に関するレポート（Tax 
Avoidance: A Report by the Tax Law Review Committee　以下「TLRC レポー
ト」と略す）1）を発表し，これを受けて 1998 年 10 月内国歳入庁は直接税の
ための一般的租税回避防止規定に関する諮問書（A General Anti-avoidance 
Rule for Direct Taxes: Consultative Document）2）を発表した。
これに対し 1998 年 12 月公認会計士協会の租税部会（Tax Faculty of the 
Institute of Chartered Accountants in England and Wales） が 反 対 を 表 明，
1999 年 2 月には， 財政研究所の租税法検討委員会も上記諮問書に対する回
答（A General Anti-avoidance Rule for Direct Taxes: A Response to the Inland 
Revenueʼs Consultative Document）3）を発表し，反対を表明した。このため，
一般的租税回避防止規定の導入の検討はいったん頓挫したが，2003 年 4 月
財務省（HM Treasury）は「課税における公平―歳入の保全」4）において特定





2007 年 5 月，ブレア首相は退陣を発表し，6 月の臨時党大会で財務大臣
のゴードン・ブラウン（Gordon Brown）が後継党首に選出された。6 月 27
日にブレアは首相を辞任，ブラウンが新首相に就任した。2007 年財政法で
は資本利得税において作為的な資本損失の創出及び利用を防ぐため特定取
引を対象とする租税回避防止規定（A Targeted Anti-avoidance Rule）が導入
され，2007 年 12 月金融商品（偽装利子及び所得の流れの移転）に関する原
則基礎型租税回避防止規定（Principles-based approach to financial products 
avoidance）の導入のための諮問書5）が発表され，2008 年 4 月 1 日施行をめ
ざすとした。
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この諮問書に関して公開討論会や作業部会がもたれたが諮問案に対して





した。さらに公開討論会や作業部会を重ね，2008 年 11 月にその結果を反映
した改訂諮問書7）が発表された。この改訂案について再度公開討論会等を経
て，2009 年財政法において立法された（4 月 22 日施行）。
2　一般的租税回避防止規定に関する諮問書

























































































































































































































































































りわけ公認会計士協会の租税部会（Tax Faculty of the Institute of Chartered 
Accountants in England and Wales）は，その提案を合法的な租税計画をも標
的にしかねない，懸念すべき広範なものだとして批判した。
（1）公認会計士協会の租税部会の反対





















































































税回避抑制策を採るというものである。2003 年 4 月 9 日「課税における公









るのに加えて，新たに租税回避スキームの開示制度（The Tax Avoidance 
Scheme Disclosure Regime）を，2004 年財政法（Finance Act 2004）により
導入し，2004 年 8 月 1 日より実施された。


















なお，貴族院経済委員会（House of Lords Economic Affairs Committee）











2007 年 10 月に『英国国民の大志のために―2007 年予備財政報告書及び歳
出総見直し 』15）が発表されその中で，税制をより公平化，簡素化，効率化す










こうして，2007 年 12 月金融商品（偽装利子及び所得の流れの移転）に





















































































収益（利子）と実質的に同等（equate, in substance, to the return on 


















収益（利子）と実質的に同等（equate, in substance, to a return on 
an investment at interest）のもので，かつ，
（b）　所得の額として会社に対し租税が課されず又は完全にはではない







































































































































告書（A progress report on the anti-avoidance simplification review）」であり，






































































































T. Ramsay Ltd. v. CIR, 54 TC101）以来ここ 20 年間以上，租税法の文理解
釈と目的論的解釈を裁判所は考えてきた。最近の BMBF 判決等（BMBF v 















しかしながら，財政法の改正説明書（Explanatory Notes to the Finance Bill）
等に記載することを検討したいとしている。
偽装利子に関する改訂案では，「実質的に同等（equate in substance to）」
との表現は経済的同等と同じ意味なら表現上相違させる必要があるのかとの




























債権債務関係からの利益とみなして Part 5 が適用される。











































第 1 日目に，英国の SPV が 1 億株（1 株 1 ポンド）の普通株式を英国銀行
に発行する。ただし，1 株当たり 0.01 ペンスのみが実際に払い込まれた（払
込総額 10,000 ポンド）。株式発行条件に基づき英国銀行は，資本の差額を
365 日後に支払う義務を負う。仮に途中で株式が売却されても同じである。
同日（第 1 日目）に，英国銀行は当該株式の正味現在価値（例えば 95
百万ポンド）で，英国 PLC（租税回避者）に，当該株式を売却した。当
該年度の終わりに，英国銀行は，株式資本の 1 億ポンドに係る残余払込部
分を支払った。その結果英国 SPV 株式の価値は，英国 SPV が相当額を現
金として留保しており，1 億ポンドとなる。
経済的効果は，英国銀行が第 1 日目に英国 PLC から 95 百万ポンドを受領
し，英国 SPV（英国 PLC が所有）に第 365 日目に 100 百万ポンドを支払う。
差額の 5 百万ポンドは，第 1 日に英国 PLC が支払った最初の 95 百万ドル
に係る 1 年間の利子を意味している。
したがって，新法が適用され 5 百万ポンドの収益は償却原価法（amortised 
cost basis）で計算して法人税が課税される。
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（出典）Adam Blakemore,“A Review of HMRCʼs Consultation Document on 
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